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1　はじめに

アメリカ合衆国憲法-以下憲法という-は1787年5月14日より9月17日までの間に各州

(state)の憲法制定会議の代表者-以下代表者という-によって創造されたものである。ちな

みに代表者は55名であった。 (注の37を参照)

この憲法は代表者たちの「熟慮と厳粛と叡智の所産であった」この憲法は独立宣言の思想の一

大具現である。それこそ,市民革命権の行使の結果の産物と考えてよい。その憲法の内容は「市

民を保護するだけは強力であるが,かれらを圧迫するほど強力でない」と断言できる。1)

代表者の多くがロック(J.LOcke),モンテスキュー(Montesqmeu),コーク(E.Coke)など

の学説・思想をよく研究していた。2)それだからといって,憲法は単なるヨーロッパ(Europe)

の模倣ではない。代表者たちは堅実なる実際家として憲法制定会議に参加していた。かれらは連

合規約(The Articles OfCOnfederation)の時代の苦い経験と州憲法下の州政治,そして植民地

時代の政治的経験をしていた。その経験をふまえて経済的,社会的,道徳的な要求に答えられる

憲法を作り出したのである。з)

*国際関係学部一人文社会教室一法学・憲法学
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この憲法の制定過程で,代表者たちが最も苦労して,最も時間を費したのが,大統領選挙制度

である。しかし,その反面最も満足したのもこの大統領選挙制度であるといわれている。

そこで,この小論では,大統領選挙制度の原型をみてみたいと思う。この憲法の原型を求めて

みる理由がある。その理由というのは,憲法制定会議の議論が,現在の憲法の真髄を知る大きな

手がかりとなるからである。4)

大統領選挙制度ほど憲法制定当時と現在と相違しているところはないといわれている。現在の

選挙過程は非常に複雑で,とてもヨーロッパ人にはよく理解できないといわれている。5)

アメリカ大統領というのは,全くの一市民が市民によって選ばれて大統領となるのである。そ

して,国内的には最も強力な権力者となるのである。世界的にみれば,世界の指導者が数人いる

とすると,必ずアメリカ大統領は入っている。6)

そのような,大統領職を代表者たちは,いかなる思想で,実際の議論を通じて形成したのか考

えてみたい。ここで注意しなければならないことは,憲法制定会議は秘密規定(Secrecymle)

で守られていたことである。代表者たちは憲法制定会議の許可なく,討論や議事録を印刷,刊行

または外部に通報することをかたく禁止されていた。 「幸いにも, ∫ ・マデイスン(J.Madison),

その他の若干の代表者が,ひそかにメモ(memo)として個人的に筆記した討議の概要をのこし

ていたので,今日われわれは討議の概要を知ることができるのである。7)」

憲法制定会議では激しい議論の末,結論として,一般市民が選挙人を選挙して,その選挙人が

選挙によって大統領を選出する,いわゆる間接選挙制となった。8)その大統領選挙制度の原型を

みることとする。

2　権力分立

憲法は行政部は立法部から独立してつくる必要があるという思想で権力分立制を採用してい

る。そのため憲法はモンテスキュー流の三権分立を採用している。9)すなわち,国家権力を行政

檀,立法権,司法権の三つに分割している。そして三つの独立した機関に保持され,他の権力を

侵してはならないことになっている。この三権分立制は単に,国家権力を三つに分割していると

いうだけではない。権力が権力を抑制するという「抑制と均衡」 (checksandbalances)を採用

している。10)この制度の重点は「抑制と均衡」の方にあると思う。この「抑制と均衡」の運用は

「ある部門の独裁,横暴を防ぐための人民主権からの発想である。この制度から政府の『権限も

限定』 (Limitedpowers)され,大統領もまた議会の法律の制定に関して拒否権(Vetopower)

をもつことが定められ,更に拒否された立法も,両院における三分の二の多数決によって法律も

なり得るという,抑制と調和の方途が考えられている。11)」

すでにふれたように,このような権力分立論をとなえたのが,モンテスキューである。かれよ

り約50年前にやはり権力分立論をとなえた学者がいる,それは, J ・ロックである。
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ここで先に,モンテスキューも読んで理解していたであろう, J・ロックの権力分立論を考え

てみることとする。ちなみに,このJ・ロック流の権力分立制は,アメリカの州レベル(level)

で採用していたところもある。12)

アメリカの諸州の権力分立はのちにふれることにして,まず, J・ロックの権力分立の特徴を

考えてみることにする。 J ・ロックは政府二論(TwoTreatisesofGOVernment)のなかで,社会

契約説(TheoryOfSocial Contract)の立場より,王権神授説(the divinerightofkings)を否

定して名誉革命(GlOriOus Revolution)の正当怪を証明したといわれている。この論文のなかで,

権力分立についてふれている。この権力分立論の特徴として二点ある。その第-点目は三権分立

であり,第二点目は立法権優位である。第-点目の三権分立についてW ・ガフ(W.Gough)は

「ロックは,かれのいう三権を列挙した後,それらを厳格に分離・独立させないばかりか,立法

部の至高性を明白に主張している。」という。13)

すなわち, J・ロックは「立法権,行政権,連合権の三権を区別している。このうち,連合権

(FederativepOWer)は,宣戦・講和・同盟・条約など,対外的事項の処理を意味するが,ロッ

ク白身,これを行政権と分離することは殆ど不可能で,そういうことをすれば,社会的力が異っ

た統率下におかれて,無秩序と破滅とをもたらす危険があると述べている。従ってロックは,基

本的には三権分立を唱えたとみるべきである。14)」

第二点目は,立法権の優位である。 J ・ロックは議会がもつ立法権が国家権力のなかで最高で

あると主張した。ただし,国王の存在と権威については,かれと王室との関係が深いこともあっ

て,立法権優位を王位に対しては多少の遠慮がみられる。15)

このJ・ロック流の権力分立制をアメリカの州で採用したところがある。ヴァージニア

(virginia)州とペンシルヴニア(pennsylvania)州である。それは,つぎのようなものである。

「ヴァージニア憲法は,立法部と執行部との関係において,立法部が強化せられ,それに応じて

執行部が従属している。すなわち,弾劾のほか,知事が,毎年,立法部によって選任せられるこ

と,執行会議構成員が両院によって選任せられ,しかも三年ごとに二人宛改選せられること,さ

らに執行部には拒否権がないのである。16)」

今一つの例として,ペンシルヴニア憲法では「ベンジャミン・フランクリン(Benjamm

Franklin)は,一院制立法部の最高性の,首尾一貫した弁護者であった。けだし,それはかれの

時代の政治的条件によってひろく正当化されていた。なぜならば,人民の代表は,じぶんたちの

権力をますことに,大きな努力をしていたときであったからである。ペンシルヴェイニヤ(ペン

シルヴニア)憲法のこの特色を承認した。17)」ここに, J ・ロック流の権力分立を採用したとされ

るところを兄い出すのである。

1787年の憲法は,このJ ・ロック流の権力分立制が批判されて,モンテスキュー流の権力分立

を採用することとなった。すでにふれたように,モンテスキュー流の権力分立というのは, 「政

治作用を三つに分割する。すなわち,立法権,行政権,司法権である。この三つの政治作用のう

ち,一つに不当な権力が集中肥大しないようにする。そのためには,この三つの作用を別個の機
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関によって行使されるべきであると主張する。しかしながら,この主張は,立法部・行政部およ

び司法部が必ずしも相互に全く関連してはならないということを意味していない,むしろ,権力

が権力をチェックする『抑制と均衡』という作用を容認して,各々の権力が他の権力を抑制する。

権力が権力を抑制するということは,権力分立の目的である人権保障にとって,のぞましいとい

うのである。ここで注意をする必要のあることは,この権力が権力を抑制する,いわゆる, 「抑

制と均衡」の方が重要であるということである。18)

要するに, 「代表者たちは,多数の,もっと露骨にいえば大衆の横暴または攻撃に対し,個人

もしくは少数者の自由を完全に確保するために,権力の抑制均衡を採用することに全く異論がな

かった」ということである。19)

このように憲法は,モンテスキュー流の権力分立を採用した。その事実を確認する必要がある。

その上で,大統領の選出方法,すなわち,大統領選挙制度を考察する。

З　大統領選出方法

憲法はモンテスキュー流の権力分立を踏えて,つぎのように規定した。国家権力を三つに分け

て, 「この憲法において与えられるすべての立法権は,議会に属する」, 「行政権は,アメリカ大

統領に属する」および, 「司法権は,一つの最高裁判所,および,議会が設置する下級裁判所に

属する」と定めた。ここで採用したモンテスキュー流の権力分立というのは,国家権力を三つに

分け,その権力が権力を牽制する「抑制と均衡」の思惟(Speculation)をもつ,水平(並列)

的三権分立を特色とする。20)

ここで注意をする必要のあることは,現在の大統領権限は非常に拡大している。連邦議会と比

較してみると,それがはっきりと理解できる。それをC ・ロシター(C.Rossiter)が指摘してい

る。すなわち「今日の大統領職は, 1789年のそれと同じ一般的な輪郭をもっているが,全体の規

模は百倍も大きくなっている。大統領は意図された通りのものでもあるが,同時にそうでない点

もある」という。21)

その大きな権限をもっている大統領を,アメリカでは一般市民のなかから選挙によって選出す

るのである。これは,アメリカ合衆国を精神的政治的一体としてとらえた結果である。そして,

国民の存在を肯定して国民代表という観念を自覚した上での選挙制度である。これこそ,自由主

義的で民主主義国アメリカと思わせるものである。22)

アメリカ大統領は国民の代表者である。よって,ここで考えておかなければならないことがあ

る。それは,被選挙権と選挙権のことである。被選挙権の要件は憲法制定当時からあった。それ

は,つぎのようなものである。 「出生による合衆国市民もしくはこの憲法確定の時に合衆国の市

民であるものでなければ,大統領になることはできない。年齢35歳に達しないもの,また14年

間合衆国内の住民でないものは,大統領となることはできない。」 (第2条第1節第5項)。つぎ

(4)
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に選挙する側の国民の選挙権については,憲法制定当時は各州の制定法にゆだねられていたので

ある。 (第2条第1節第2項)したがって選挙人の要件は各州で相違があった。ほとんどの州で

21歳であったが,ジョージア(Georgiaj州とケンタッキー(Kentucky)州では18歳であった。

それを1971年修正第26条によって, 18歳以上ということに確定した。23)

憲法制定会議が制定した大統領の選出方法はつぎのようなものである。 「選挙入団(ElectOral

college)による間接選挙制を採用した」,この選出方法をもう少し詳しく考えてみると, 「国民

はまず,大統領選挙人を選挙する。その大統領選挙人が,全く自由に大統領を選出する。その大

統領選挙人は一人二票を投票する権利をもっている。そこで,過半数で最大多数を獲得した大統

領候補者が大統領になる。そして次点のものが副大統領となるのである。24)」

大統領選挙人の人数は連邦議会の上院議員の2名と各州の連邦議会の下院議員の人数とを合計

したものである。当時は11州であったから,上院議員相当の人数は22名,下院議員相当の人数

が47名,したがって,合計で69名であった。下院議員相当の47名というのは, 「ワシントンは

全選挙人69名の支持を得て初代大統領に選ばれた。」という事実から,逆算したものである。上

院議員相当の22名というのは,憲法を「1789年11月21日ノースカロライナが1790年6月1日

ロードアイランドが承認した」という事情があった。25)

現在でも,大統領選挙人の出し方は変っていない。しかし1961年,改正があった。それは,

憲法修正第23条でコロンビア(COIOmbia)特別区に於ける大統領選挙人を選出できることとな

った。

大統領選挙人をどのような方法で選ぶかということについては各州議会にゆだねた。

つぎに, 1787年のいわゆる憲法制定会議において,どのような議論の未,このような間接選挙

制におちついたか,みてみよう。

憲法制定会議に提案された憲法原案は二つある。すなわち,ヴァージニア・プラン(Virginia

plan)とニュー・ジャージー・プラン(NewJerseypIan)である。この両案とも,連邦立法部

(議会)から行政長官(大統領)の選出を規定していた。26)

ヴァージニア案というのは,主として, J・マデイスン(J.Madison)とJ・ウイルスン(J.

Wilson)の合作としてつくられたものであるといわれている。その原案を1787年5月29日にE.

∫ ・ランドルフ(E.J.Randolph)によって提案されたものである。27)

そのヴァージニア案の大統領選出の規定のみ指摘すると,つぎのようなものである。 「決議

7 :国家行政長官を設置すべきである。この行政官は(  )年の任期で国家立法部により選出

される。その職務にたいし前記在任期間中増減されることのない一定の報酬を定期的にうける,

また再選される資格はない。国法を執行する一般権限のほかに,連合規約によって連合会議に付

与された行政権を享受する。」このように,いわばイギリス流の議院内閣制のように議会によっ

て,大統領選出ということを規定していた。ちなみに,当時のイギリスは近代的な意味の議院内

閣制はほぼ完成していたと考えてよいと思われる28)

今一つ提案されたニュージャージー案は1787年6月15日,ヴァージニア案の代案として,小

(5)
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州支持を得て,提出された。それはニュー・ジャージー代表, W ・パターソン(Paterson)が憲

法制定会議に提出したものである。この提案の大統領選出の部分を指摘すると「決議4　合衆国

連合会議は(  )名よりなり(  )年間在任する連邦政府の官吏を選任する権限をもつ。連

邦行政官はその職務に対し連邦財務部より支払われ,在任中に増減されない一定の報酬を定期的

にうけ,在任期間中およびその後( )年間は他の一切の職につけない。再選資格はなく,請

州行政長官の過半の申請に基づき連合会議により罷免される。 -」とある。29)

さて,憲法制定会議にはヴァージニア案のほかに三つの基礎案が提出された。しかし,実際に

問題になったのは,ヴァージニア案とニュー・ジャージー案だけである。30)

このように,両案ともに,大統領を連邦立法部より選出することを定めていた。そこで,ヴァ

ージニア案に魅力を感じていた代表者たちは, 1787年6月19日にニュー・ジャージー案を廃案

にしてしまった。要するに否決したのである。31)

このように大統領(行政長官)を連邦議会より選出するという構想は,イギリス政治機構(憲法)

を最高のものと考えていた代表者たちの思想によるものである。それと同時に,当時の州知事の

選出がこの方法であったことにもよる。すなわち, 「当時の邦知事は,ニュー・イングランド四

邦およびニュー・ヨークをのぞけば,すべて他は立法部によって選挙をせられた。」このような

事情から,大統領を連邦議会から選出するという発想は自然のなりゆきであると考えてよい。32)

大統領の選出方法として,いろいろな提案がなされたが,結果的には間接選挙制ということに

なった。この大統領選方法を創造するのに代表者たちは,憲法制定会議の期間中最も多くの時間

を費した。そして,最も多くの議論と票決をかさねたといわれている。しかも,代表者たちが憲

法の他のいかなる部分よりも満足を示したともいわれている。この点をよく表しているものに,

つぎのようなことがある。 「ハミルトン(A.HamiltOn)が『有名なフェデラリスト』の中で『そ

の反対者たちからも最少限度の賛同を得た-唯一の部分』であると述べ,また, 『その方法は完

全(perfect)とはいえないにしても,少なくとも,すぐれた(еⅩcelIent)ものである』と言明

することをはばからなかったことからも判るのである。33)」

そして,現在も1787年当時と同じ制度のままである。もちろん,それは形式的には同じとい

う意味である。実質的には大きく変っている。それでは代表者たちが考えていた選挙制度はつぎ

のようなものである。各州の住民は,各州で定めたそれぞれの方法で選挙人を選挙する。その選

ばれた選挙人は選挙民からも,政党からも,何らのコントロール(control)も受けない。全く自

らの自由な意思にしたがって大統領を選ぶことができると理解していた。それでは　本当に大統

領選挙人は自由に選挙できたのかというと「ビアード(CharlesA.Beard)は, 『フェデラリスト』

のなかのハミルトンの叙述の他の部分を引用しながら,大統領の選挙にさいしては, 『喧騒や混

乱に対してできるかぎり機会を与えないことがのぞましい』」という-。そして, 「また,コ-ウ

インも,大統領の選択にさいして,選挙人たちは彼らの個別的判断を行使するであろうというの

が起草者たちの信念であったとする。さらには,ロシターも,このような大統領選挙人制度のな

かに,選挙人たちが大統領に投票するさい,独立とはいえないにしても自由な裁量をおこなうで

(6)
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あろう」といっている。 34)

今考えた間接選挙で大統領を選出するということは理解できた。大統領の選出方法について,

実際に憲法制定会議で提案されたり,主張されたりした方法は9種類あった。それを少し詳しく

みると,つぎのようなものである。 「1)国家(連邦)議会による選挙。 2)国家(連邦)議会

上院のみによる選挙。 з)義(くじ)によって選ばれた15名の国家(連邦)議会の議員による

選挙。 4) (全国を通じての)人民による直接選挙。 5)人民によって選ばれた選挙人による選

挙。 6)各州(邦)議会による選挙。 7)州(邦)議会によって選ばれた選挙人による選挙。 8)

各州(邦)行政首長による選挙。 9)その他,上述の諸方式の混合案」である。35)

この9つの選挙方式が提案されたが,これらを原理的に分類してみると,つぎの三つになる。

A)連邦議会による選出。これは,ヴァージニア案,ニュー・ジャージー案と同じである。 ち)

人民による直接選挙方式。これは,民主主義の原理からすると理想的である。 C)州(邦)政府

[州(邦)議会あるいは州(邦)行政首長]による選出である。36)

このような種々様々な主張があった。そのなかで,現行制度の間接選挙制を採用した。その理

由は,つぎのような深い事情があった。アメリカの建国期の指導者たちは非常に有能な人達であ

った。わけても,憲法制定会議に「出席した代表者たちは,いずれも著名な人士たちであった。

これらの著名な人士たちは,もちろん当然のことながら,優れた才能や経験を有する,学識豊か

な植民地の指導者たちであった-数的に最も多かったのは,法律家たちであり, 55名の代表者の

うち31名を占め,約56パーセントに上っていた。またこれらの代表者たちのうちで,大学の卒

業者は半数以上の28名であり,相当に知的水準の高いことが示されていた。37)」

代表者たちの知的水準は高いことは理解できた。しかし,一般大衆となると,一般的にいって,

政治的能力がけっして高いとはいえない。したがって,代表者たちは,人民が大統領を直接に選

挙し得るほど十分に成熟していないと思っていた。また,アメリカという広大な国土,地理的隔

絶といった制約もあると考えた。このようなことから,人民による直接選挙案は,原理的理由よ

りも,むしろ実際的な理由によって消えたと考えてよい。38)

人民から直接に大統領を選出されないとなると,今度は自然に,連邦議会から大統領を選出す

るという方法に傾くのである。それが採用されなかった,その理由が2つある。 A)ヴァージニ

ア案にも,ニュー・ジャージー案にも規定されていたし,初期の段階から憲法制定会議を支配し

ていた方法である。それが実際には採用されなかった。それは,代表者たちと,当時のアメリカ

の指導者たちの政治的経験によるところが大きいと思われる。すなわち,独立戦争から連合規約

下のあまりにも弱い行政部の存在,このことから来る政治不信。 B)今一つは,学説,思想の憲

法意識である。すなわち, J・ロック流の権力分立は,あまりにも,立法権が優位すぎた。それ

を批判して,モンテスキュー流の権力分立を採用した。これは,水平的三権分立であり, 「抑制

と均衡」を採用している。代表者たちは,自分達が称賛したモンテスキュー流の権力分立論から

も連邦議会から大統領を選出することは避ける必要があった。 「R ・シャーマン(R.Sherman)

のように,行政首長が議会から独立していることが,圧政の真髄そのものであると考えた人々が

(7)
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いたが,憲法会議にはそれに劣らず,議会による専制を恐れる多くの委員が存在したのである。39)」

このような事情で大統領を連邦議会から選出する方法を採用しなかったのである。

つぎに,なぜ,現行制度の間接選挙制に結実していったかという点に注目する。 「憲法制定会

議が中盤に進むにつれて,憲法制定会議の初期に存在していた人民による直接選出案に対する否

定的反応は次第に薄れていき, 7月下旬になって, J・マデイスンはわれわれの前におかれた選

択は,人民によって選ばれた選挙人による行政首長の任命と人民による行政首長の直接の任命と

の間の選択であると述べるに至った。40)」

間接選挙制の提案として,大統領選挙人団制が実際に憲法制定会にあらわれたのは1787年9

月4日のことである。ここで提案された間接選挙制をつぶさしにみると,いわゆる選挙人団制の

創設によって大きな利点をみることができるのである。人民から直接大統領を選出すると二つの

欠点があった了それを克服している。それは代表者たちはおそれていたことである。

その二つというのは, 1)大きな州が有利に大統領の選出をすることになるという批判。 2)

各州の定める方法で選出するとしても,人民が直接大統領を選出することになると,選挙人の資

格を全米統一する必要がある。しかし,当時としては,それは無理であった。新しい憲法の承認

でも,なかなかできなかった。すでにふれたように例えばノースカロライナ(NorthCarOiinа)

は1789年11月21日,ロードアイランド(RhodeIsland)は1790年6月1日になって承認した。

ロードアイランドは新しい憲法を制定するのではないかと疑って,とうとう代表を憲法制定会に

おくらなかった。このような各州を統一して全国的な選挙をおこなうことは困難であった。41)

この困難さを克服したのが間接選挙制である。それはまさに,大統領を連邦議会から選出する

のか,または,人民から直接選挙で選出するのかの二つの構想の「妥協の産物」でもあった。そ

れでは困難さを克服したという点を少し指摘しておこう。一つは,人民が直接大統領を選挙する

となると,大きな州が有利であるというのである。その批判に対して,選挙人の人数を考えてみ

ると,人口の多い州は人口に比例した下院議員の人数と同じ人数の選挙人が配分されるところか

ら,大きな州の住民は自分の州が有利であると思う。一方小さい州の住民は上院議員の人数と同

じ選挙人と同じ2名を選ぶことで自分の州が有利であると考える。しかも,間接選挙であるとい

っても,一般住民は選挙権を行使するのである。したがって,一般住民も満足する。42)

今一つの問題は,全国統一の条件の下で,全米一度に選挙を実施するのは困難であった。それ

を間接選挙制によって「選挙人の選挙方法は各邦議会に全面的に委ねられた。この措置によって,

各邦不統一の選挙権から派生する南北間の地域的不均衡などの困難な問題は回避することができ

た。43)」

この間接選挙制に関連して考えておく必要のあることがある。それは,実際の選挙において各

選挙人は, 2名の連記投票制(thedOublevotingsystem)を用いていた。その2名のうち, 1

名は大統領選人と同じ州の住民でないことという条件がついていた。大統領に当選できるのは最

高得票者であった。次点の者は副大統領ということになるのである。最高得票とはいっても,過

半数以上の得票という条件がついていた。44)

(8)
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つぎに問題になったのは,実際の選挙手続の進行の段階で,上院の権限の問題である。すなわ

ち,憲法原案では, 「選挙人は,すべての得票者の名簿および各得票者の得票表を作成し-元老

院(上院)議長に宛て合衆国政府の所在地に送付しなければならない。 -・-」とある。そのとき

に, 「もし二人以上が同数で,しかも,過半数であるときは元老院(上院)は直ちに投票により,

そのうちの一人を大統領に選定する。過半数の得票を得たもののないときは,元老院(上院)は

投票により最高の得票者5名のうちより一人を大統領とする。 --」この原案に対して,上院の

権限があまりにも大きくないかという批判があった。45)

この批判に対して,憲法制定会議では,そもそも,上院は,立法権をもっている。外国との条

約締結についても「同意」という形でかかわっている。公務員の任命にも「助言と同意」を通じ

て関係している。このように行政権をもつことになる。さらには,弾劾裁判所となるということ
iiZg

を考え合せてみると,これでは上院に権力が集中しすぎるというのである。要するに,上院が,

立法権,行政権,司法権にかかわっている。それに加えて,大統領の選出についても,大きく参

加するということはどうしても避ける必要があった。

当時の政治状況としてはG ・ワシントン(G.Washington)が初代大統領となると誰れもが考

えていた。実際にかれは「全選挙人69名の支持を得て初代大統領に選ばれた。46)」

第一回目の大統領選挙は上院の出番はないので問題ない。 G ・ワシントンのあとの大統領とな

ると問題があった。要するに,過半数多数の得票を獲得しうる大統領がいない場合のことである。

代表者たちは, 「大統領選挙人団は人民一政治家-のなかから大統領候補者を選び出す。候補者

指名機関としての機能を果し,大統領選挙人団が指名した候補者のなかから上院が大統領を選出

するという図式」を考えていた。もちろん,これに対して反論もあった。すなわち, 「憲法が成

立,施行されれば全国的な効果も大きく,全国的人物が確実に増えていくであろう。そうすれば

全国の選挙人はそのような人物を知り,評価することができるようになるであろう」というので

ある。47)

憲法制定会議は,上院が実質的には大統領選出機関になると結論した。そこで上院を下院に変

ることになる。下院の方がよいという理由は,上院が弾劾裁判所となって自ら選んだ大統領を裁

判することがある。今一つの理由は上院の権限があまり大きくなると,貴族政治に向うのではな

いかという心配である。結果的には「大統領決選投票の際の最終決定機関は現行制度にみられる

通り下院と決定され,上院から下院へと修正されたものの票決は-邦一票がそのまま維持される

こととなった。48)」

この決定は大きな州にも,小さな州にも好評であった。大きな州は「大統領選挙入団制におい

て,人口比に応じて選出される下院議員数に相当する選挙人を割り当てられるため,最初の選挙

において,大統領の選出に有利な位置を占めることができると判断された。他方,小邦は連邦議

会下院に大統領の決定を委ねられれば,選挙人票において,上位5名-修正第12条によって上

位3名と修正された-のうちから大統領が選ばれるため,この5名のうちに小邦の候補者も入

る可能性が十分にあると考えられ,更に,下院での票決は-邦一票であるため,小邦に一層有利

(9)



28 国際関係学部紀要

と考えられたのである。」全般的には,小さい州に配慮したものとなっている。 49)

4　むすび

憲法の制定は革命的性質をもっている。それは連合規約というフィルター(filter)をとおして

みると違法文書である。連合規約の改正をする場合は全州立法部の同意を必要としている。憲法

は,それを無視している。そして, 9州の同意で発効できることにした。したがって,憲法の制

定は革命としか考えられない。どうしても憲法改正では説明できない。それは,まさに人民革命

権の行使によってのみ理解できるものである。50)

アメリカにおける1787年の憲法制定は,まさに,憲法の創造である。州憲法レベルで採用し

ていた, J・ロック流の権力分立を批判して避けた。そして,モンテスキュー流の権力分立を採

用した。そして,憲法は,立法部,行政部,司法部の三部門よりなる中央政府を規定した。モン

テスキュー流の三権分立というと水平的権力分立といって,三権が権力の優劣がないと説明され

る。しかし, 「モンテスキューの場合も,特に行政権と立法権の分立が主眼点であった。なぜな

ら,司法権は他三権に比べて,はるかに弱い権限だと解したからである。」この点は注意を要す

るところである。憲法は,三権分立ばかりでなく, 「抑制と均衡」を採用している。51)

この憲法の創造については,種々様々な議論をかさねた。そして結着した。そのなかで,ここ

で注目している大統領選挙制度は,代表者たちが,最も多くの時間と労力を費した部分であると

いわれている。しかも,最も満足した部分でもある。要するに,結果的には,間接選挙制を創造

した。この制度は国民主義の立場からも,植民地時代,連合規約下のアメリカの政治的経験から

も,一つの理想を実現した。すなわち,代表者たちは,強力な行政府を望んでいた。もし,大統

領の選出を議会からとすると,議会に依存してしまう。そこから,議会の権力の優位という恐れ

が出てくる。他方,一般国民から,大統領を直接選挙で選出すると,普通選挙制度からは理想で

あるが,現実にはあわない。

そこで,代表者たちのなかに実際家も多数いたというところから,実際的,現実的な方法を採

用したのである。一般国民から選挙人を選挙して,そして,その選挙人が大統領を選出するとい

う方法である。この間接選挙制の長所が二つある。一方において,一般国民を大統領選挙に参加

させている。この事実は民主主義的要請に答えている。それによって,国民も満足している。他

方,一般国民の直接選挙を避けたことで,当時の実際の政治状況と制度とが合致している。この

間接選挙制は当時のアメリカにおいては最も適した選挙制度であると思う。この制度は一般的に

好評であった。

(10)
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